
法制度における認知症高齢者の権利保護に対する理念

被虐待高齢者の７割に認知症があるなど､認知症高齢者の権利擁護は喫緊の課題。法制度上も介護保険
法･成年後見制度が整備されるなど､｢地域生活の継続｣｢当事者主権｣が基軸となっている。

個人情報の取扱いについて

取組を進める上での個人情報の取扱いについて、原則と例外規定の解説等

「認知症の人と家族を支える地域づくりの手引書」 概要
資料２

「認知症の人と家族が安心して暮らせる地域」のイメージ図

第１章 認知症の人と家族が安心して暮らせる地域とは第１章 認知症の人と家族が安心して暮らせる地域とは

第２章 関係する諸法規について第２章 関係する諸法規について

推進体制づくりの目的

地域ごとに「ネットワーク会議」を設置し、住民や関係者が協働した地域づくりを推進する。

ネットワーク会議の活動内容

①地域づくりのビジョンの設定、②「地域資源マップの作成」などの具体的な取組の企画立案・進行管理、
③広報、④顔の見える関係づくり、等

構成員

福祉・医療関係者、日常生活関連の組織や一般住民等、地域の多様な人材を幅広く人選することが重要

組織構造

地域の規模や取組の進捗状況によっては、ワーキング部会を設置するなどの工夫で機動力を確保

第３章 推進体制づくり第３章 推進体制づくり

◯地域の実情に応じた地域づくりを主導

◯幅広い分野の多様な人材から情報やアイディアを集約

◯地域資源同士の顔の見える関係を構築

◯地域の実情に応じた地域づくりを主導

◯幅広い分野の多様な人材から情報やアイディアを集約

◯地域資源同士の顔の見える関係を構築

ネットワーク会議ネットワーク会議
◯徘徊等による行方不明の発生時、即座に捜索情報をネットワーク参

加者に配信
◯ネットワーク参加者の目配り、声かけ等による早期発見

◯徘徊等による行方不明の発生時、即座に捜索情報をネットワーク参
加者に配信

◯ネットワーク参加者の目配り、声かけ等による早期発見

徘徊ＳＯＳネットワーク

◯介護者同士が集い、介護体験や情報を共有
◯介護者の社会的居場所を創出
◯専門職との協働で、研修や相談会も実施可能

◯介護者同士が集い、介護体験や情報を共有
◯介護者の社会的居場所を創出
◯専門職との協働で、研修や相談会も実施可能

家族介護者の会

自治体（高齢主管課）

警察

地域包括支援センター
保健所等の出先機関
シルバー交番（仮称） …etc

消防

認知症の人と家族

町内会
商店会

地域活動を行うNPO法人

地域のボランティア
認知症サポーター …etc

消防団
民生委員

地域の住民・組織

介護・医療・福祉

介護サービス事業者

医療機関

－かかりつけ医

－認知症サポート医

－専門医 －地区医師会

地区社会福祉協議会 …etc

交通機関

広報媒体

コンビニ薬局等の小売商店

配食・新聞配達等の宅配業

郵便・宅配便等の輸送業…etc

その他の組織等

◯医療機関や相談窓口等、様々な地域資源を掲載した情報集
◯作成・配布・活用の各段階で、顔の見える関係づくりを促進

◯医療機関や相談窓口等、様々な地域資源を掲載した情報集
◯作成・配布・活用の各段階で、顔の見える関係づくりを促進

地域資源マップ

企画立案
・

進行管理

◯介護サービス事業者が地域の認知症ケアの拠点となり実施
◯専門知識・技術を生かして、地域に応じた取組を展開可能

◯介護サービス事業者が地域の認知症ケアの拠点となり実施
◯専門知識・技術を生かして、地域に応じた取組を展開可能

介護サービス事業者による地域活動

地域の人的資源・社会資源のネットワークによる

「面的」な支援の仕組み

実施・参加
支援

行政

認知症の人と家族が安心して暮らせる地域
住み慣れた地域の「面的」な支援の仕組みにより・・・

参
加

参
加

参
加

参
加

友人との交流・趣味・外出などの地域活動が継続可能

様々な地域資源を、必要に応じて利用可能

地域が認知症を正しく理解 生活の継続性を維持

負担の軽減

本人

家族

その他、地域づくりに必要な取組

＊
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* シルバー交番： 地域の高齢者情報を一元的に収集・管理し、①訪問活動、②利用可
能なサービスのコーディネート、③緊急通報システム を利用した２４時間の緊急時対
応・安否確認、等を行う在宅生活支援の新たな地域拠点。平成22年度事業開始予定。
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目的： 地域資源の情報を集約・配布し、認知症の人と家族の利便性を向上

内容・形態

配布対象者・配布方法など、当該地域での活用方法に応じて内容や形態を工夫することが重要

マップのもたらす相乗効果

作成・配布・活用の各段階で、地域資源同士のネットワーク形成にも有効

「認知症生活支援モデル事業」において作成されたマップの特徴

第４章 地域資源マップの作成第４章 地域資源マップの作成

目的： ｢家族介護者の会｣の立ち上げ･運営支援により､家族介護者の孤独感を軽減し、情報交換を促進

家族介護者の会が必要とする支援

○ 立ち上げ時には①場所の確保、②支援者の確保、③参加者の募集に対する支援が、運営に当たって
は①人的・経済的支援、②イベント開催支援、③広報への支援が求められる。

○支援者の属性によっても望まれる関わり方が異なり、ボランティアからは事務・会計等の運営支援、専
門職からは相談会・勉強会等での指導、行政からは活動場所の提供や経費の補助、等があると効果的

運営のポイント

本人を見守る「ミニデイ」を併設するなど、家族介護者の参加を容易にするための工夫も重要

第６章 家族介護者の会の育成支援第６章 家族介護者の会の育成支援

目的： 徘徊等による行方不明者が発生した際に、情報を共有し早期発見・保護を図る。

構築に向けた準備

①発生件数や対応状況等の現状把握、②関係者・関係団体への協力依頼、③管内の既存ネットワーク
との連携・調整、等を実施

運用に当たっての留意点

○ 運用に先立って、模擬訓練によりネットワークの働きを検証することが不可欠。
○ ①配信情報の内容、②配信手段の選定、③夜間及び休日の対応方法、④保護場所の確保、等に留意が
必要｡さらに、併せて認知症の基礎知識や声かけ方法の講義を行うと効果的

第５章 徘徊ＳＯＳネットワークを構築するまで第５章 徘徊ＳＯＳネットワークを構築するまで

目的： 介護サービス事業者が、専門性を生かして、認知症の人を支える地域の支援拠点を創出

地域の協力を得るポイント

○ 拠点作りの中心となる職員「地域コーディネーター」を事業所に配置すると、地域との信頼関係の

構築・取組の継続的な実施に有効

○ 具体的には、①取組の企画・実施､②住民との交流窓口､③行政や地域の組織との連携、等を担当

○行政の適切な関与も必要（地域コーディネーター配置への補助や、関係者との調整支援等）

第７章 介護サービス事業者による地域活動第７章 介護サービス事業者による地域活動

 練馬区 多摩市 かたらい 

作成主体 区 市 民間（グループホーム） 

タイトル 

（規格） 

「高齢者のお役立ち情報集」 

（Ａ４形 

３５ページ） 

 

 

「高齢者暮らしの応援団」 

（Ａ５大・見開きファ 

イル型） 

「あんしん生活マップｉｎ祖師谷

商店街」（４つ折パンフ 

レット・展開時Ａ３形） 

 

 

特徴 実際に役立った事例に基づ

き、様々な地域資源を系統立

てて掲載。詳細な索引を備え

る。 

市全域のマップが掲載された本体のポ

ケットに、地域毎に異なる情報を差し

込んで活用。民生委員、地域包括支援

センター職員等が手渡しで配布。 

認知症の人と家族が、一緒に安心

して利用できる商店のマップ。ト

ラブルが起きた際の連絡先など、

商店側に役立つ情報も掲載。 
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